




























International Federation of Musicians. 通称 FIM）（1）は、ハンガリーの首都ブダペ
ストで世界会議を開催し、音楽配信ビジネスにおける実演家の報酬について議
論を行った。この会議では、法律上、音楽配信に対して、実演家に利用可能化











































































































（税抜小売価格 － 容器代）× 1 ～ 2 ％×出荷枚数×80％
　インターネットの普及とテクノロジーの発展により、2000年代に入ると、音
楽配信ビジネスが急速に広まっていった。とりわけ、2003年にアップル社がア





税抜配信価格× 1 ～ 2 ％×ダウンロード数×100％
　ほとんどのレコード会社は、ダウンロード配信はパッケージ商品と同じく、
音源の商品形態の一つであると主張し、レコード（CD）と同一の印税率（ 1
～ 2 ％）を適用している。しかし、音楽配信と CD では原価率・利益率が大き
く異なるので、この主張にはまったく説得力がない。
　図表 3 は、音楽配信と CD の原価構成を比較したものである。音楽配信には
CD のような製造、在庫、輸送、返品にかかる費用が不要なため、その分、レ
コード会社の取り分は大きくなる。つまり、音楽配信は CD よりも原価率が低
（ 4）　安藤和宏『よくわかる音楽著作権ビジネス 4th Edition 基礎編』（リットーミュージック・2011年）
10頁。























配信サービス利用料× 1 ～ 2 ％×視聴回数
　この計算式を見れば分かるとおり、レコード会社はサブスクリプション・













































31％を占めている（図表 6 ）。 2 位のアメリカは17％に留まり、以下、ドイツ





であり、全世界シェアの45％を占めている（図表 7 ）。 2 位はイギリスの













































売サービスである iTunes Music Store を展開しようとした時にもビジネスの障
害となって現れた。日本のレコード会社は、アップル社の音楽配信サービスに
ついて DRM が不十分であり、そのまま受け入れることはないとコメントし、




























（ 7）　ソニー・ミュージックエンタテインメントに所属する電気グルーヴの石野卓球は Twitter で「本
日から iTunes Store で僕のソロや電グルのタイトルがほぼ買えるようになりましたとさ。遅せー
よ！」「あと 2 日遅らせて11/ 9 のベルリンの壁崩壊の日に合わせれば良かったのにね。ベルリン
の壁崩壊時に例えるとソニー側が東、Apple 側が西」とソニー・ミュージックの対応の鈍さを痛
烈に批判している。


















































巡る訴訟が 2 件存在する。BOOM 事件（東京地判平成19年 1 月19日・判時
























演家の視点から―」コピライト577号 2 頁（2009年）、田中・前掲注（ 9 ）、藤野・前掲注（ 9 ）、
岡邦俊「判批」JCA ジャーナル54巻 6 号（2007年）72頁等がある。
（11）　これは、フランス法の強制ロイヤリティー制度のアプローチと類似のアプローチといえよう。




































































ついて―欧州の法制度と現状―」CPRA NEWS68号（2013年） 4 頁参照。
（15）　オランダ隣接権法 7 条 1 項参照。





















の 1 及び212条の 3 参照）。また、イギリスではレコード製作者に許諾を与えているが、実演家に
は報酬請求権を認めている（著作権、意匠及び特許法20条及び182条 D 1 項参照）。
（18）　See Irini Stamatoudi & Paul Torremans, EU Copyright Law 409, 413 （2014）, Thomas Dreier & Bernt 









（20）　17 U.S.C. § 114 （d） （ 2 ）.


















































作権契約法は少なくない。たとえば、2015年 7 月 1 日に施行されたオランダの著作権契約法によ
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